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議長会HP

5 月 25 日現在の市区数
指定都市	 20 市
中核市	 60 市
施行時特例市	25 市
一般市	 687 市
特別区	 23 区
　計	 815

役
員
改
選
で
は
、
会
長
人

事
の
ほ
か
、
副
会
長
に
名

寄
、
十
和
田
、
高
岡
、
上
野

原
、
津
島
、
川
西
、
下
関
、

大
洲
、
大
村
の
９
市
の
議
長

を
、
ま
た
、
監
事
に
上
田
、

大
垣
両
市
、
理
事
に
76
市
の

議
長
を
そ
れ
ぞ
れ
選
出
し

た
。
役
員
の
任
期
は
２
年
後

の
定
期
総
会
ま
で
。

地
元
の
議
会
改
選
に
伴
い

昨
年
９
月
か
ら
会
長
を
務
め

て
き
た
遠
藤
盛
岡
市
議
会
議

長
は
相
談
役
に
就
い
た
。

国
へ
の
要
望
で
は
、
都
道

府
県
が
地
域
の
実
情
に
応
じ

て
病
床
数
適
正
化
を
図
る
地

域
医
療
構
想
の
推
進
に
関
し

て
、「
自
治
体
病
院
の
果
た

す
役
割
を
踏
ま
え
、
地
域
医

療
の
確
保
に
努
め
、
併
せ
て

十
分
な
支
援
策
を
講
じ
る
」

こ
と
を
求
め
た
。
ま
た
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
が
急
速

に
拡
大
し
て
い
る
こ
と
を
受

け
、
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
と
し

て
①
迅
速
か
つ
正
確
な
情
報

提
供
を
行
う
②
医
療
供
給
体

制
が
機
能
不
全
に
陥
る
こ
と

の
な
い
よ
う
感
染
症
指
定
医

療
機
関
等
に
対
す
る
支
援
を

強
化
す
る
―
こ
と
を
要
望
、

地
域
医
療
構
想
な
ど
を
含
め

計
９
事
項
を
国
に
求
め
た

（
詳
細
は
下
記
）。

総
会
で
は
ま
た
、
令
和
元

年
度
決
算
や
令
和
２
年
度
予

算
案
を
了
承
、
同
年
度
の
事

業
計
画
も
決
め
た
。

こ
の
日
の
書
面
開
催
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感

染
拡
大
で
、
政
府
が
緊
急
事

態
宣
言
を
発
令
し
た
こ
と
を

受
け
た
措
置
。
令
和
元
年
度

決
算
、
同
２
年
度
事
業
計
画

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議
会
協
議
会
（
会
長
・
遠
藤
政
幸
盛
岡
市
議
会
議
長
）

は
５
月
12
日
、
第
48
回
定
期
総
会
を
書
面
開
催
し
た
。
役
員
改
選
で
新
会
長
に
古
賀
源

一
郎
天
草
市
議
会
議
長
を
選
出
す
る
と
と
も
に
、
自
治
体
病
院
の
果
た
す
役
割
を
踏
ま

え
た
地
域
医
療
構
想
の
推
進
支
援
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
を
受
け
て
の
感

染
症
指
定
医
療
機
関
等
へ
の
支
援
強
化
を
盛
り
込
ん
だ
国
へ
の
要
望
を
決
議
し
た
。
令

和
２
年
度
予
算
案
な
ど
も
承
認
し
た
。
総
会
後
、
政
府・自
民
党
自
治
体
病
院
議
連
や
、

各
会
員
の
地
元
選
出
国
会
議
員
に
要
望
書
を
提
出
し
た
。

自治体病院に関する要望（令和2年5月12日決議）
一　地域医療の中核を担う自治体病院の経営基盤安定のため、特に小児・救急・
精神科・へき地・高度・周産期医療など不採算部門に対する財政措置を拡充
強化すること
一　医師の地域・診療科偏在を解消するため、医師不足地域への一定期間勤務
の義務付けや、診療科ごとの必要専門医数の養成など医療提供体制の均てん
化施策を早急に実行すること
一　女性の医師・看護職員が仕事と出産・育児を両立できるよう、院内保育所
整備や復職支援の充実など、継続して働ける職場環境の整備を促進すること
一　医療従事者の働き方改革のため、医師事務作業補助者や看護補助者等の必
要人員確保や、業務効率化に向けたＩＣＴ導入経費等に対する財政支援措置
を拡充すること
一　新専門医制度の運用に当たっては、若手・女性医師が地方にバランスよく
配置される仕組みを構築するなど必要な対策を講じること
一　救急患者の受け入れ不能という事態を防止するため、救急医療機関の受け
入れ能力の拡大など救急医療体制の確保・充実を図ること
一　地域医療構想の推進に当たり、自治体病院の果たす役割を踏まえ、地域医
療の確保に努め、併せ十分な支援策を講じること
一　医療機関の地震災害、風水害、雪害対策等への支援を充実強化すること
一　新型コロナウイルス感染症に関し、迅速かつ正確な情報提供を行い、医療
供給体制が機能不全に陥ることのないよう感染症指定医療機関等に対する支
援を強化すること

古賀病院協新会長
（天草市）

案
、
同
予
算
案
、
決
議
案
、

役
員
改
選
の
５
議
案
と
相
談

役
委
嘱
の
計
６
つ
の
議
決
事

項
に
つ
い
て
、
議
決
権
行
使

書
を
事
前
に
配
布
し
て
賛
否

を
募
っ
た
。

新
会
長
に
古
賀
天
草
市
議
長

新
会
長
に
古
賀
天
草
市
議
長

支
援
要
望

支
援
要
望

地
域
医
療
構
想
推
進

地
域
医
療
構
想
推
進

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症

第48回総会第48回総会
病 院 協病 院 協
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地
方
財
政
委
員
会

地
方
財
政
委
員
会

地
域
医
療
構
想
推
進
へ
地
方
財
政
措
置

令
和
元
年
度
要
望
結
果

令
和
元
年
度
要
望
結
果

④

１１  

令
和
令
和
２２
年
度
税
制
改

年
度
税
制
改

正
等
正
等

(1)
　
重
点
要
望
事
項

固
定
資
産
税
の
安
定
的
確

保
、
償
却
資
産
に
係
る
固
定

資
産
税
の
現
行
制
度
維
持
、

償
却
資
産
に
対
す
る
固
定
資

産
税
の
時
限
的
な
特
例
措
置

の
対
象
範
囲
拡
大
等
の
な
い

確
実
な
終
了
―
な
ど
を
要

望
。令

和
２
年
度
の
固
定
資
産

税
は
９
兆
２
６
９
５
億
円

（
前
年
度
比
１
９
７
４
億
円

増
）
の
過
去
最
多
。

特
例
措
置
に
つ
い
て
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
緊
急
経
済
対
策
と
し
て
２

年
間
延
長
さ
れ
た
。

(2)
　
地
方
税
源
等
の
充
実
確

保①
個
人
住
民
税
の
充
実
確

保
と
政
策
的
な
税
額
控
除
の

不
実
施
、
制
度
の
あ
り
方
の

検
討
、
法
人
住
民
税
均
等
割

の
税
率
見
直
し
な
ど
の
充
実

強
化
②
基
地
交
付
金
・
調
整

交
付
金
の
所
要
額
確
保
、
対

象
資
産
拡
大
―
な
ど
を
要

望
。①

に
つ
い
て
、
２
年
度
税

制
改
正
で
は
、
▽
未
婚
の
ひ

と
り
親
へ
の
寡
婦
（
夫
）
控

除
適
用
▽
寡
婦
（
夫
）
控
除

の
見
直
し
▽
人
的
非
課
税
措

置
の
見
直
し
―
が
行
わ
れ
た
。

な
お
、
法
人
住
民
税
均
等

割
り
の
税
率
見
直
し
は
行
わ

れ
な
か
っ
た
。

②
に
つ
い
て
、
２
年
度
の

基
地
交
付
金
は
２
９
１
億
４

０
０
０
万
円
、
調
整
交
付
金

は
74
億
円
と
そ
れ
ぞ
れ
前
年

度
と
同
額
が
確
保
さ
れ
た
。

な
お
、
基
地
交
付
金
の
対

象
資
産
の
範
囲
拡
大
は
さ
れ

な
か
っ
た
。

(3)
　
政
令
指
定
都
市
・
中
核

市
・
施
行
時
特
例
市
に
対

す
る
税
制
上
の
特
例
措
置

の
充
実

政
令
指
定
都
市
に
対
す
る

税
制
上
の
特
例
措
置
の
充

実
、
中
核
市
、
施
行
時
特
例

市
に
対
す
る
税
制
上
の
特
例

措
置
の
創
設
を
要
望
し
た

が
、
実
現
さ
れ
な
か
っ
た
。

⑷
　
非
課
税
等
特
別
措
置
等

の
整
理
合
理
化

固
定
資
産
税
等
の
非
課
税

等
特
別
措
置
や
、
国
税
に
お

け
る
租
税
特
別
措
置
の
整
理

合
理
化
推
進
を
要
望
。

２
年
度
税
制
改
正
で
は
、

一
般
送
配
電
事
業
者
が
新
設

し
た
変
電
所
ま
た
は
送
電
施

設
に
係
る
課
税
標
準
の
特
例

措
置
の
廃
止
、
日
本
郵
便
株

式
会
社
が
所
有
す
る
一
定
の

固
定
資
産
に
係
る
課
税
標
準

の
特
例
の
廃
止
が
行
わ
れ
、

年
間
１
０
１
億
円
の
増
収
と

な
る
。

⑸
　
地
方
税
法
の
改
正
時
期

地
方
税
法
等
の
改
正
の
時

期
に
つ
い
て
、
地
方
議
会
で

税
条
例
改
正
案
の
審
議
時
間

が
十
分
確
保
さ
れ
る
よ
う
な

配
慮
を
要
望
し
た
が
、
実
現

に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

⑴
　
重
点
要
望
事
項

①
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
方
式

を
含
む
地
方
の
歳
入
歳
出
効

率
化
の
議
論
の
際
に
は
地
域

の
実
情
に
配
慮
し
、
住
民
生

活
の
安
心
・
安
全
の
確
保
を

前
提
と
し
た
合
理
的
な
も
の

と
し
、
地
方
交
付
税
の
財
源

保
障
制
度
が
損
な
わ
れ
な
い

よ
う
に
す
る
こ
と
、
地
方
自

治
体
の
行
財
政
改
革
に
よ
る

財
源
の
地
方
へ
の
確
実
な
還

元
②
地
域
医
療
構
想
に
お
い

て
、
機
能
転
換
で
自
治
体
病

院
の
経
営
に
影
響
を
及
ぼ
す

こ
と
の
な
い
よ
う
財
政
措
置

の
実
施
―
な
ど
を
要
望
。

①
に
つ
い
て
、
２
年
度

は
、
平
成
28
年
度
導
入
の
２

業
務
、
29
年
度
導
入
の
１
業

務
に
つ
い
て
、
段
階
的
な
反

映
に
お
け
る
４
、５
年
目
の

見
直
し
が
実
施
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
、
２
年
度
で

は
、
地
域
医
療
介
護
総
合
確

保
基
金
と
全
額
国
費
84
億
円

に
よ
る
補
助
金
を
組
み
合
わ

せ
、
病
床
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン

グ
や
病
床
機
能
転
換
等
の
支

援
が
行
わ
れ
る
。

⑵
　
地
方
財
源
の
充
実
確
保

①
地
方
自
治
体
の
課
題
解

決
に
向
け
、
財
政
需
要
を
と

ら
え
た
財
源
の
充
実
②
地
方

の
固
有
財
源
で
あ
る
地
方
交

付
税
を
国
の
政
策
誘
導
手
段

と
し
な
い
こ
と
③
緊
急
防

災
・
減
災
事
業
の
所
要
額
確

保
④
会
計
年
度
任
用
職
員
制

度
の
導
入
に
向
け
た
財
政
措

置
―
な
ど
を
要
望
。

①
②
に
つ
い
て
、
地
方
団

体
が
自
治
体
行
政
の
高
度

化
・
効
率
化
を
実
現
し
、
持

続
可
能
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
確

保
に
必
要
な
技
術
、
地
方
公

務
員
向
け
テ
レ
ワ
ー
ク
の
導

入
経
費
に
つ
い
て
、
特
別
交

付
税
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。

ま
た
、
条
件
不
利
地
域
を
有

す
る
地
方
団
体
に
対
し
、
５

Ｇ
・
Ｉ
о
Ｔ
・
Ａ
Ｉ
な
ど
先

端
的
情
報
通
信
技
術
の
導
入

経
費
に
特
別
交
付
税
措
置
が

講
じ
ら
れ
る
。

人
口
問
題
に
対
処
す
る
た

め
の
歳
出
需
要
に
つ
い
て
は
、

「
地
域
社
会
再
生
事
業
費
」

が
創
設
さ
れ
、
２
年
度
地
方

財
政
計
画
に
４
２
０
０
億
円

計
上
さ
れ
た
。

③
に
つ
い
て
、緊
急
防
災・

減
災
事
業
費
は
前
年
度
同
額

の
５
０
０
０
億
円
が
確
保
さ

れ
た
。

④
に
つ
い
て
、
会
計
年
度

任
用
職
員
制
度
の
施
行
に
伴

い
、
包
括
算
定
経
費
と
し
て

１
６
９
０
億
円
が
一
般
行
政

経
費
（
単
独
）
等
に
計
上
さ

れ
た
。

⑶
　
合
併
算
定
替
等

合
併
市
町
村
に
対
す
る
実

態
に
即
し
た
引
き
続
き
の
交

付
税
算
定
実
施
、
段
階
補
正

の
強
化
を
要
望
。

平
成
30
年
度
に
見
直
し
を

行
っ
た
事
項
に
つ
い
て
、
引

２２  

令
和
令
和
２２
年
度
地
方
財

年
度
地
方
財

政
対
策

政
対
策

※
会
長
提
出
議
案
で
扱
わ
れ
た
項
目
は
第
２
１
１
６
号
お

よ
び
第
２
１
１
７
号
に
掲
載
。
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き
続
き
段
階
的
に
交
付
税
の

算
定
に
反
映
す
る
と
し
た
。

⑷
　「
地
方
共
有
税
」
へ
の

変
更

地
方
交
付
税
が
地
方
の
固

有
財
源
で
あ
る
こ
と
の
明
確

化
と
し
て
、
地
方
交
付
税
を

国
の
特
別
会
計
に
直
接
繰
り

入
れ
る
「
地
方
共
有
税
」
に

変
更
す
る
こ
と
を
要
望
し
た

が
、
実
現
に
至
っ
て
い
な
い
。

⑸
　
国
に
よ
る
確
実
な
財
政

措
置
の
実
施
等

地
方
債
の
元
利
償
還
金
に

対
す
る
地
方
交
付
税
措
置
の

確
実
な
履
行
、
国
の
責
任
で

実
施
さ
れ
る
べ
き
制
度
創
設

や
改
正
の
事
務
費
を
含
め
た

全
額
国
費
負
担
を
要
望
。

令
和
元
年
10
月
か
ら
始

ま
っ
た
幼
児
教
育
・
保
育
無

償
化
で
は
、
２
年
度
に
お
け

る
事
務
費
、
３
～
５
年
度

に
お
け
る
認
可
外
保
育
施
設

用
の
無
償
化
に
係
る
事
務
費

が
全
額
国
費
負
担
と
さ
れ

た
。

⑹
　「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
」
の
活
用

「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
」
に
お
い
て
十
分
協
議
を

行
っ
た
上
で
の
地
方
財
政
対

策
決
定
を
要
望
。

２
年
度
地
方
財
政
対
策

は
、
元
年
12
月
11
日
に
国
と

地
方
の
協
議
の
場
が
開
催
さ

れ
た
上
で
20
日
に
決
定
さ
れ

た
。

⑴
　
地
方
債
資
金
の
確
保

地
域
活
性
化
事
業
債
等
の

一
般
単
独
事
業
債
の
所
要
額

確
保
を
要
望
。

２
年
度
地
方
債
計
画
（
通

常
収
支
分
）
で
は
、
一
般
単

独
事
業
債
２
兆
６
８
０
７
億

円
（
前
年
度
比
１
３
９
２
億

円
増
）
を
計
上
。
う
ち
、
地

域
活
性
化
事
業
は
前
年
度
同

額
の
６
９
０
億
円
と
な
っ

た
。

⑵
　
起
債
対
象
事
業
の
拡
大

起
債
対
象
事
業
の
拡
大
や

地
方
債
充
当
率
の
引
き
上

げ
、
償
還
期
限
の
延
長
等
を

要
望
。

２
年
度
地
方
債
計
画
で

は
、
緊
急
防
災・減
災
事
業
、

緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事

業
、
地
域
情
報
通
信
基
盤
整

備
事
業
、
公
共
施
設
等
適
正

管
理
推
進
事
業
等
に
起
債
対

象
事
業
が
拡
充
さ
れ
た
ほ

か
、
緊
急
浚
渫
推
進
事
業
、

過
疎
対
策
事
業
債
に
光
フ
ァ

イ
バ
等
整
備
特
別
分
が
創
設

さ
れ
た
。

⑶
　
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

債
制
度
の
継
続
・
拡
充

緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債

制
度
の
恒
久
化
、
地
方
の
実

情
を
踏
ま
え
た
対
象
事
業
の

拡
充
を
要
望
。

緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債

制
度
の
恒
久
化
は
実
現
し
な

か
っ
た
が
、
２
年
度
ま
で
の

事
業
年
度
終
了
後
の
本
事
業

費
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、

期
間
終
了
時
の
地
方
団
体
に

お
け
る
防
災
・
減
災
対
策
に

関
す
る
取
り
組
み
や
地
域
の

実
情
、
課
題
等
を
踏
ま
え
検

討
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

拡
充
対
象
事
業
は
、
指
定

避
難
所
や
災
害
対
策
の
拠
点

施
設
等
の
浸
水
対
策
、
洪
水

浸
水
想
定
区
域
等
か
ら
の
消

防
署
の
移
転
。
２
年
度
ま
で

に
建
設
に
着
手
し
た
事
業
は

３
年
度
以
降
も
現
行
同
様
の

地
方
財
政
措
置
が
講
じ
ら
れ

る
と
し
た
。

ま
た
、
緊
急
浚
渫
推
進
事

業
費
が
創
設
さ
れ
、
地
方
団

体
が
単
独
事
業
と
し
て
緊
急

的
に
河
川
等
の
浚
渫
を
実
施

で
き
る
こ
と
と
な
っ
た
。
事

業
費
は
４
９
０
０
億
円
が

見
込
ま
れ
、
２
年
度
分
は

９
０
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

⑷
　
地
方
創
生
を
総
合
的
に

支
援
す
る
地
方
債
の
創
設

地
方
創
生
を
総
合
的
に
支

援
す
る
特
別
な
地
方
債
の
創

設
、
そ
の
元
利
償
還
金
へ
の

交
付
税
措
置
を
要
望
。

地
方
創
生
を
総
合
的
に
支

援
す
る
地
方
債
で
は
な
い

が
、
地
域
貢
献
・
地
域
連
携

が
主
た
る
目
的
の
公
立
大
学

等
施
設
の
地
方
団
体
に
よ
る

整
備
が
新
た
に
地
域
活
性
化

事
業
債
の
対
象
と
さ
れ
た
。

ほ
か
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ

の
推
進
と
し
て
、
地
域
活
性

化
事
業
債
の
地
域
情
報
通
信

基
盤
整
備
事
業
の
対
象
に
、

光
フ
ァ
イ
バ
の
高
度
化
を
伴

う
更
新
、
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

の
光
化
お
よ
び
光
フ
ァ
イ
バ

の
高
度
化
を
伴
う
更
新
を
追

加
す
る
拡
充
が
な
さ
れ
た
。

ま
た
、
過
疎
対
策
事
業
債

に
お
い
て
光
フ
ァ
イ
バ
等
の

整
備
に
関
す
る
事
業
が
ほ
か

の
事
業
に
優
先
し
て
確
保
さ

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

⑸
　
公
共
施
設
等
適
正
管
理

推
進
事
業
債
の
延
長

３
年
度
ま
で
と
さ
れ
る
公

共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事

業
債
の
期
限
延
長
を
要
望
し

た
が
、
実
現
し
な
か
っ
た
。

⑹
　
合
併
特
例
債
の
制
度
拡

充合
併
特
例
債
の
所
要
額
確

保
、
元
利
償
還
金
の
普
通
交

付
税
算
入
率
引
き
上
げ
な
ど

を
要
望
。

２
年
度
地
方
債
計
画
に
お

い
て
、
旧
合
併
特
例
債
は
前

年
度
同
額
の
６
２
０
０
億
円

が
計
上
さ
れ
た
も
の
の
、
普

通
交
付
税
算
入
率
の
引
上
げ

等
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。

⑺
　
公
営
競
技
納
付
金
制
度

の
延
長

２
年
度
末
が
期
限
の
地
方

公
共
団
体
金
融
機
構
に
係
る

公
営
競
技
納
付
金
制
度
の
３

年
度
以
降
へ
の
延
長
を
要
望
。

現
行
制
度
と
同
内
容
で
の

７
年
度
ま
で
の
延
長
が
実
現

し
た
。

⑻
　
公
的
資
金
補
償
金
免
除

繰
上
償
還
の
再
実
施

公
債
費
負
担
縮
減
の
た

め
、
公
的
資
金
補
償
金
免
除

繰
上
償
還
の
対
象
事
業
を
緩

和
し
た
上
で
の
再
度
実
施
を

要
望
。

２
年
度
に
新
た
な
措
置
は

実
施
さ
れ
な
か
っ
た
。

⑴
　
公
営
企
業
繰
出
金
等
の

所
要
額
確
保

地
方
公
営
企
業
の
経
営
基

盤
強
化
の
た
め
、
公
営
企
業

繰
出
金
及
び
公
営
企
業
債
の

所
要
額
確
保
を
要
望
。

２
年
度
地
方
財
政
計
画
に

お
い
て
公
営
企
業
繰
出
金
は
、

前
年
度
比
４
９
４
億
円
減
の

２
兆
４
９
０
０
億
円
が
計
上

さ
れ
た
。
ま
た
、
２
年
度
地

方
債
計
画
に
お
い
て
公
営
企

業
事
業
債
（
通
常
収
支
分
）

３３  
令
和
令
和
２２
年
度
地
方
債

年
度
地
方
債

計
画
計
画

４４
　
地
方
公
営
企
業

　
地
方
公
営
企
業

【
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は
、
前
年
度
比
１
２
９
２
億

円
減
の
２
兆
５
４
１
８
億
円

と
な
っ
た
。

⑵
　
地
方
公
営
企
業
に
対
す

る
財
政
措
置
の
充
実

公
営
交
通
お
よ
び
自
治
体

病
院
の
経
営
基
盤
強
化
、
上

下
水
道
事
業
の
施
設
整
備
へ

の
財
政
措
置
の
充
実
を
要
望
。

２
年
度
地
方
債
計
画
に
お

い
て
、
交
通
事
業
債
は
前

年
度
比
１
４
２
億
円
増
の

１
５
６
２
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。地

域
医
療
構
想
の
更
な
る

推
進
に
向
け
、
不
採
算
地
区

に
お
け
る
中
核
的
な
公
立
病

院
の
機
能
を
維
持
す
る
た
め

の
繰
出
へ
特
別
交
付
税
措
置

が
創
設
さ
れ
た
ほ
か
、
周
産

期
医
療
・
小
児
医
療
な
ど
、

特
に
公
立
病
院
の
役
割
が
期

待
さ
れ
る
分
野
へ
特
別
交
付

税
措
置
が
拡
充
さ
れ
る
。

ま
た
、
旧
簡
易
水
道
区
域

の
建
設
改
良
に
対
す
る
簡
易

水
道
再
編
推
進
事
業
は
原

則
、
令
和
元
年
度
で
終
了
し

た
が
、
簡
易
水
道
事
業
の
経

営
基
盤
強
化
の
た
め
、
統
合

後
の
上
水
道
事
業
の
経
営
を

圧
迫
す
る
恐
れ
の
あ
る
旧
簡

易
水
道
区
域
の
整
備
事
業
が

国
庫
補
助
の
対
象
と
な
っ

た
。
対
象
事
業
の
た
め
に
発

行
す
る
水
道
事
業
債
の
元
利

償
還
金
に
特
別
交
付
税
措
置

が
講
じ
ら
れ
る
。

⑶
　
地
方
公
営
企
業
の
広
域

化
等
へ
の
支
援

地
方
公
営
企
業
の
事
業
統

合
・
再
編
を
含
む
広
域
化
等

の
取
組
へ
の
支
援
強
化
を
要

【
3
面
か
ら
続
く
】

社
会
文
教
委
員
会

社
会
文
教
委
員
会

望
。
２
年
度
も
引
き
続
き
支

援
は
行
わ
れ
る
が
、
強
化
は

さ
れ
な
か
っ
た
。

⑴
　
国
庫
補
助
負
担
金
の
廃

止
等

⑵
　
直
轄
事
業
負
担
金
制
度

の
抜
本
的
見
直
し

国
庫
補
助
負
担
金
に
つ
い

て
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担

に
沿
っ
て
国
が
責
任
を
持
っ

て
負
担
す
べ
き
分
野
を
除
い

て
廃
止
し
、
税
源
移
譲
す
る

よ
う
要
望
。
国
直
轄
事
業
負

担
金
に
つ
い
て
も
、
負
担
金

廃
止
に
向
け
、
国
と
地
方
の

役
割
分
担
の
明
確
化
に
よ
る

抜
本
的
見
直
し
を
求
め
た

が
、
い
ず
れ
も
実
現
し
な

か
っ
た
。

５５
　
国
庫
補
助
負
担
金

　
国
庫
補
助
負
担
金

１１  

国
民
健
康
保
険
制
度

国
民
健
康
保
険
制
度

⑴
　
国
民
健
康
保
険
制
度

①
低
所
得
者
層
の
負
担
緩

和
の
た
め
の
保
険
料
（
税
）

軽
減
制
度
の
更
な
る
拡
充
②

国
民
健
康
保
険
制
度
の
普
通

調
整
交
付
金
が
担
う
地
方
団

体
間
の
所
得
調
整
機
能
に
つ

い
て
、
配
分
方
法
等
の
見
直

し
を
行
わ
ず
、
平
成
30
年
度

に
創
設
さ
れ
た
「
保
険
者
努

力
支
援
制
度
」
を
有
効
に
活

用
す
る
―
な
ど
を
要
望
。

①
に
つ
い
て
、
26
年
度
の

国
民
健
康
保
険
料
の
軽
減
判

定
所
得
の
基
準
見
直
し
に
よ

り
、
保
険
料
の
軽
減
対
象
が

拡
大
さ
れ
、
令
和
２
年
度

所
要
額
（
公
費
）
と
し
て

６
１
２
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。②

に
つ
い
て
、
国
民
健

康
保
険
へ
の
財
政
支
援
に

３
１
０
４
億
円
を
確
保
。
保

険
者
努
力
支
援
制
度
等
の
実

施
の
た
め
に
必
要
な
経
費
な

ど
を
確
保
す
る
と
し
た
。

⑴
　
医
師
不
足
・
偏
在
対
策

等①
計
画
的
な
医
師
養
成
の

実
施
、
大
学
医
学
部
入
学
定

員
の
増
員
措
置
の
継
続
②
地

域
の
二
次
医
療
を
支
え
る
中

核
病
院
に
重
点
を
置
い
た
地

域
枠
医
師
の
配
置
、
地
域
枠

医
師
数
の
拡
大
③
新
専
門
医

制
度
の
運
用
に
当
た
っ
て
医

師
の
地
域
偏
在
、
診
療
科
偏

在
な
ど
地
域
医
療
へ
の
影
響

を
防
ぐ
地
方
の
意
見
を
踏
ま

え
た
適
切
な
対
応
、
実
効
性

あ
る
医
療
体
制
整
備
④
臨
床

研
修
医
の
地
域
へ
の
適
正
配

置
、
充
実
し
た
臨
床
研
修
体

制
の
整
備
促
進
⑤
女
性
医
師

及
び
看
護
職
員
の
仕
事
と
出

産
・
育
児
の
両
立
の
た
め
の

働
き
や
す
い
職
場
環
境
整
備

促
進
⑥
地
域
医
療
介
護
総
合

確
保
基
金
へ
の
十
分
な
財
政

措
置
―
な
ど
を
要
望
。

①
に
つ
い
て
、
文
部
科
学

省
で
は
、
元
年
度
に
至
る
ま

で
の
増
員
を
維
持
し
つ
つ
、

３
年
度
ま
で
暫
定
的
に
現
状

の
定
員
を
維
持
す
る
と
し

た
。②

に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

生
労
働
省
予
算
で
は
、
医
師

２２
　
地
域
医
療
施
策

　
地
域
医
療
施
策

が
不
足
す
る
地
域
に
お
け
る

若
手
医
師
等
の
キ
ャ
リ
ア
形

成
支
援
事
業
に
２
・
73
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。

③
に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

労
省
予
算
で
は
専
門
医
認
定

事
業
に
３
億
５
１
７
０
万
円

を
確
保
。
新
専
門
医
制
度
に

よ
る
医
師
偏
在
拡
大
防
止
の

た
め
、
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

協
議
・
策
定
、
医
師
不
足
地

域
の
医
療
機
関
へ
の
指
導
医

派
遣
等
へ
必
要
経
費
が
補
助

さ
れ
る
。

④
に
つ
い
て
、
医
療
施
設

等
施
設
整
備
費
補
助
金
等
に

よ
り
、
へ
き
地
に
所
在
す
る

医
療
施
設
や
臨
床
研
修
病
院

等
の
施
設
・
設
備
整
備
が
支

援
さ
れ
る
。

⑤
に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

労
省
予
算
で
は
、
女
性
医
師

支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
に
１
・

４
億
円
、
女
性
医
療
職
等

の
働
き
方
支
援
事
業
に
０
・

５
億
円
を
計
上
。

女
性
医
師
の
キ
ャ
リ
ア
支

援
や
離
職
防
止
、
再
就
業
支

援
が
図
ら
れ
る
。

⑥
に
つ
い
て
、
厚
労
省
で

は
、
地
域
医
療
介
護
総
合
確

保
基
金
１
１
９
３
・
66
億
円

に
よ
っ
て
、
２
０
２
５
年
に

向
け
た
地
域
医
療
構
想
実
現

の
推
進
の
た
め
、
様
々
な
支

援
が
行
わ
れ
る
。

⑵
　
救
急
医
療
の
充
実
確
保

①
二
次
救
急
医
療
機
関
で

不
足
す
る
医
師
の
安
定
的
・

継
続
的
派
遣
な
ど
実
効
性
あ

る
対
策
②
医
療
機
関
の
適
切

な
受
診
の
国
民
啓
発
―
を
要

望
し
た
。

①
に
つ
い
て
、
２
年
度
厚
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労
省
予
算
で
は
、
救
急
医
療

体
制
の
推
進
に
11
・
57
億
円

を
計
上
。
救
命
救
急
セ
ン

タ
ー
な
ど
へ
の
財
政
支
援

や
、
地
域
に
お
け
る
消
防
・

医
療
機
関
の
緊
急
医
療
に
関

す
る
情
報
連
携
・
総
合
的
な

解
析
な
ど
で
救
急
医
療
体
制

の
整
備
・
改
善
が
行
わ
れ

る
。②

に
つ
い
て
、
医
療
の
か

か
り
方
普
及
促
進
事
業
に

２
・
15
億
円
を
計
上
し
た
。

⑶
　
自
治
体
病
院
へ
の
財
政

措
置
等

①
地
域
医
療
の
中
核
を
担

う
自
治
体
病
院
の
経
営
基
盤

安
定
の
た
め
、
特
に
不
採
算

部
門
に
対
す
る
地
方
交
付
税

措
置
等
の
拡
充
強
化
、
自
治

体
病
院
に
よ
る
診
療
体
制
を

強
化
す
る
支
援
策
の
実
施
②

自
治
体
病
院
に
お
け
る
勤
務

医
の
確
保
の
た
め
、
勤
務
実

態
を
踏
ま
え
た
処
遇
改
善
等

に
係
る
財
政
措
置
等
の
支
援

策
の
実
施
―
を
要
望
。

①
に
つ
い
て
、
厚
労
省
で

は
、
地
域
医
療
構
想
の
更
な

る
推
進
に
向
け
過
疎
地
等
の

経
営
条
件
の
厳
し
い
地
域
で

二
次
救
急
や
災
害
時
等
の
拠

点
と
な
る
中
核
的
な
公
立
病

院
に
対
し
地
方
財
政
措
置
が

講
じ
ら
れ
る
。

②
に
つ
い
て
、厚
労
省
は
、

周
産
期
医
療
、
小
児
医
療
、

小
児
救
急
及
び
救
命
救
急
セ

ン
タ
ー
に
対
す
る
特
別
交
付

税
措
置
が
概
ね
２
割
拡
充
さ

れ
る
と
し
た
。

⑷
　
国
立
病
院
機
構
の
機
能

強
化
等

独
立
行
政
法
人
国
立
病
院

機
構
の
各
病
院
の
安
易
な
統

合
廃
止
等
の
な
い
地
域
の
実

情
に
沿
っ
た
改
革
、
災
害
拠

点
病
院
・
災
害
医
療
支
援
病

院
と
し
て
の
機
能
強
化
と
充

実
を
要
望
。

２
年
度
厚
労
省
予
算
で

は
国
立
病
院
機
構
に
お
け

る
政
策
医
療
等
の
実
施
に

１
５
０
・
42
億
円
を
確
保
し

た
。

⑴
　
発
達
障
害
が
疑
わ
れ
る

子
ど
も
へ
の
支
援

①
発
達
障
害
児
の
ク
ラ
ス

在
籍
を
前
提
と
し
た
職
員
配

置
基
準
の
見
直
し
、
財
政
支

援
②
発
達
障
害
に
関
す
る
国

の
専
門
機
関
設
置
、
保
護
者

へ
の
啓
発
、
支
援
・
相
談
体

制
の
充
実
―
な
ど
を
要
望
。

２
年
度
厚
労
省
予
算
で

は
、
発
達
障
害
の
可
能
性
の

あ
る
児
童
生
徒
等
に
対
す

る
支
援
事
業
等
に
１・５
億

円
、
発
達
障
害
に
関
す
る
理

解
促
進
及
び
支
援
手
法
の
普

及
に
１・４
億
円
を
確
保
し

た
。

⑴
　
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤

整
備

地
域
医
療
介
護
総
合
確
保

基
金
の
配
分
に
あ
た
っ
て
は

地
方
自
治
体
の
意
向
を
踏
ま

え
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
柔

軟
に
活
用
で
き
る
制
度
と

し
、
将
来
に
わ
た
り
十
分
な

財
源
を
確
保
す
る
こ
と
を
要

望
。２

年
度
厚
労
省
予
算
で

は
、
地
域
医
療
介
護
総
合

確
保
基
金
（
介
護
分
）
は

８
２
４
億
円
を
確
保
し
た
。

３３
　
保
健
衛
生
施
策
等

　
保
健
衛
生
施
策
等

こ
れ
に
よ
り
、
介
護
施
設
の

整
備
に
関
す
る
事
業
、
地
域

の
実
情
に
応
じ
た
介
護
従
事

者
の
確
保
に
関
す
る
事
業
な

ど
が
推
進
さ
れ
る
。

⑵
　
介
護
従
事
者
の
確
保
・

養
成

①
介
護
職
員
処
遇
改
善
加

算
の
取
得
推
進
な
ど
の
人
材

確
保
策
、
そ
の
際
の
保
険
料

や
地
方
負
担
へ
の
影
響
に
対

す
る
配
慮
②
介
護
従
事
者
と

な
る
た
め
の
資
格
取
得
費
用

の
貸
与
又
は
一
定
額
の
補
助

制
度
の
早
期
創
設
―
な
ど
を

要
望
。

①
に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

労
省
予
算
で
は
、
介
護
職
員

処
遇
改
善
加
算
の
取
得
促
進

支
援
事
業
に
１・６
億
円
を

確
保
し
た
。

②
に
つ
い
て
は
、
元
年
度

厚
労
省
補
正
予
算
で
は
、
介

護
福
祉
士
修
学
資
金
等
貸
付

事
業
の
貸
付
原
資
等
の
確
保

に
５・２
億
円
を
計
上
し
、

介
護
人
材
確
保
が
さ
ら
に
進

め
ら
れ
る
。

⑶
　
居
宅
介
護
支
援
事
業
所

の
管
理
者
要
件

４４
　
介
護
保
険
制
度

　
介
護
保
険
制
度

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の

管
理
者
を
主
任
介
護
支
援
専

門
員
（
主
任
ケ
ア
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー
）
と
す
る
要
件
に
係

る
経
過
措
置
期
間
を
最
低
６

年
以
上
と
す
る
こ
と
を
要

望
。厚

労
省
で
は
、
要
件
適
用

を
令
和
８
年
度
末
ま
で
猶
予

す
る
こ
と
が
省
令
改
正
で
正

式
決
定
す
る
見
込
み
と
な
っ

た
。

⑴
　
子
ど
も
・
子
育
て
施
策

①
幼
児
教
育
・
保
育
の
無

償
化
に
つ
い
て
、
引
き
続
き

地
方
と
の
十
分
な
協
議
の
実

施
②
保
育
人
材
確
保
の
た
め

の
総
合
的
対
策
、
保
育
士
の

処
遇
改
善
の
た
め
の
保
育
所

等
運
営
に
係
る
委
託
費
等
の

大
幅
引
き
上
げ
③
更
な
る
賃

金
改
善
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
積
極
的

活
用
に
よ
る
業
務
の
省
力

化
、
保
育
士
を
目
指
す
人
材

へ
の
奨
学
金
制
度
の
充
実
等

の
措
置
④
認
定
こ
ど
も
園
の

普
及
・
移
行
に
際
し
必
要
と

な
る
施
設
整
備
費
や
運
営
費

へ
の
十
分
な
措
置
等
―
な
ど

を
要
望
。

①
に
つ
い
て
、
幼
児
教

育
・
保
育
の
無
償
化
に
関
す

る
様
々
な
課
題
に
対
し
、
内

閣
府
、
文
部
科
学
省
及
び
厚

生
労
働
省
並
び
に
地
方
自
治

体
に
よ
る
「
幼
児
教
育
・
保

育
の
無
償
化
に
関
す
る
協
議

の
場
」
が
設
置
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

労
省
予
算
で
は
、
保
育
の
受

け
皿
整
備
・
保
育
人
材
の
確

保
等
に
１
１
４
４
億
円
を
計

上
。
保
育
を
支
え
る
人
材
確

保
の
た
め
、
保
育
士
修
学
資

金
貸
付
等
事
業
の
原
資
等
の

確
保
や
保
育
士
宿
舎
借
り
上

げ
支
援
事
業
の
要
件
見
直
し

な
ど
が
実
施
さ
れ
る
。

③
に
つ
い
て
、
保
育
所

の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
の
推
進
に
３
・

６
億
円
を
計
上
し
、
業
務
の

Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
に
必
要
な
シ
ス
テ

ム
の
導
入
費
用
の
一
部
の
補

助
が
行
わ
れ
る
。

④
に
つ
い
て
、
２
年
度
内

閣
府
予
算
で
は
、
子
ど
も
の

た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
等

５５
　
少
子
化
対
策
等

　
少
子
化
対
策
等
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に
１
兆
４
７
４
４
億
円
を
計

上
し
た
。

⑵
　
保
育
所
の
待
機
児
童
解

消①「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」

の
前
倒
し
等
に
必
要
な
財
源

の
国
の
責
任
に
よ
る
確
保
②

待
機
児
童
数
が
多
い
地
方
自

治
体
の
う
ち
、
特
に
財
政
力

の
低
い
自
治
体
へ
の
緊
急
的

な
保
育
士
等
確
保
の
た
め
の

特
段
の
財
政
支
援
③
更
な
る

育
児
休
業
期
間
の
拡
大
、
育

児
休
業
時
の
経
済
的
支
援
及

び
企
業
へ
の
啓
発
等
に
よ
る

育
児
休
業
の
取
得
率
向
上
な

ど
待
機
児
童
解
消
対
策
―
な

ど
を
要
望
。

①
②
に
つ
い
て
、
２
年
度

厚
労
省
予
算
で
は
、
保
育
の

受
け
皿
整
備
・
保
育
人
材
の

確
保
に
１
１
４
４
億
円
を
確

保
。
待
機
児
童
の
解
消
に
向

け
、「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」

に
基
づ
き
、
保
育
所
等
の
整

備
な
ど
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
保
育
を
支
え
る
人
材
の

確
保
の
た
め
、
保
育
士
修
学

資
金
貸
付
等
事
業
の
原
資
等

の
確
保
や
保
育
士
宿
舎
借
り

上
げ
支
援
事
業
の
要
件
見
直

し
な
ど
が
実
施
さ
れ
る
。

③
に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

労
省
予
算
で
は
、
育
児
休
業

中
の
経
済
的
支
援
の
強
化
に

17
億
円
を
計
上
し
た
。

⑶
　
児
童
虐
待
防
止
対
策

「
児
童
虐
待
防
止
対
策
体

制
総
合
強
化
プ
ラ
ン
」
の
た

め
の
児
童
相
談
所
や
市
町
村

体
制
整
備
、
専
門
的
人
材
の

確
保
へ
の
財
政
支
援
措
置
、

持
続
的
な
人
材
育
成
に
向
け

た
必
要
な
措
置
の
実
施
な
ど

を
要
望
。

２
年
度
厚
労
省
予
算
で

は
、
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅

速
・
的
確
な
対
応
と
し
て
、

▽
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
体

制
総
合
強
化
プ
ラ
ン
」（
新

プ
ラ
ン
）
▽
児
童
相
談
所
の

抜
本
的
な
体
制
強
化
等
▽
市

区
町
村
に
お
け
る
取
組
の
充

実
―
を
推
進
す
る
と
し
た
。

⑷
　
子
ど
も
の
貧
困
対
策

①
「
子
供
の
貧
困
対
策
に

関
す
る
大
綱
」
の
見
直
し
に

当
た
る
地
方
と
一
体
と
な
っ

た
必
要
な
支
援
の
加
速
・
充

実
②
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資

金
の
貸
付
限
度
額
の
引
上
げ

な
ど
、
ひ
と
り
親
家
庭
へ
の

支
援
策
拡
充
③
生
活
困
窮
者

自
立
支
援
法
に
基
づ
く
子
ど

も
の
学
習
援
助
事
業
の
国
の

補
助
割
合
拡
充
―
を
要
望
。

①
に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

労
省
予
算
で
は
、
自
立
を
促

進
す
る
た
め
の
経
済
的
支
援

や
養
育
費
の
確
保
等
支
援
の

一
部
拡
充
を
実
施
し
た
。

②
に
つ
い
て
、
平
成
30
年

度
厚
労
省
第
二
次
補
正
予
算

で
は
、
ひ
と
り
親
家
庭
等
職

業
訓
練
促
進
資
金
貸
付
事

業
、
児
童
養
護
施
設
退
所
者

等
に
対
す
る
自
立
支
援
資
金

貸
付
事
業
の
貸
付
原
資
等
の

確
保
に
49
億
円
を
確
保
し

た
。③

に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

労
省
予
算
で
は
、
地
域
子
供

の
未
来
応
援
交
付
金
（
子
供

の
未
来
応
援
地
域
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
形
成
支
援
事
業
）
に

１・５
億
円
を
計
上
し
た
。

⑴
　
障
害
者
施
策

①
社
会
福
祉
施
設
整
備
費

国
庫
補
助
金
の
必
要
か
つ
十

分
な
予
算
確
保
②
障
害
者
総

合
支
援
法
に
お
け
る
自
立
支

援
給
付
の
う
ち
訪
問
系
サ
ー

ビ
ス
に
係
る
国
庫
負
担
基
準

の
撤
廃
、
市
町
村
が
支
弁
し

た
額
の
２
分
の
１
の
国
に
よ

る
負
担
―
を
要
望
。

①
に
つ
い
て
、
２
年
度

厚
労
省
予
算
で
は
、
障
害

児
・
障
害
者
に
対
す
る
良

質
な
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
、
障
害
児
支
援
の
確
保
に

１
兆
５
８
４
２
億
円
を
計
上

し
た
ほ
か
、
地
域
生
活
支
援

事
業
等
の
拡
充
に
５
０
５
億

円
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
提

供
体
制
の
基
盤
整
備
（
社
会

福
祉
施
設
等
施
設
整
備
費
）

に
１
７
４
億
円
を
確
保
し

た
。②

に
つ
い
て
は
実
現
し
な

か
っ
た
。

⑵
　
認
知
症
対
策

①
認
知
症
基
本
法
案
の
速

や
か
な
成
立
②
認
知
症
サ

ポ
ー
タ
ー
の
活
用
等
に
よ
る

支
援
体
制
構
築
③
若
年
性
認

知
症
の
支
援
体
制
充
実
、
就

労
継
続
や
社
会
参
加
が
で
き

る
環
境
の
整
備
④
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
の
活
用
を
通
し
た
認

知
症
施
策
の
推
進
、
認
知
症

研
究
の
推
進
等
―
な
ど
を
要

望
。①

に
つ
い
て
は
、
令
和
２

年
１
月
20
日
付
け
で
衆
議
院

厚
生
労
働
委
員
会
に
付
託
さ

れ
、
現
在
審
議
中
と
な
っ
て

い
る
。

②
③
④
に
つ
い
て
、
２
年

度
厚
労
省
予
算
で
は
、
認
知

症
施
策
推
進
大
綱
に
基
づ
く

施
策
の
推
進
に
１
２
５
億
円

を
計
上
。
認
知
症
施
策
推
進

大
綱
に
基
づ
き
、
認
知
症
の

発
症
を
遅
ら
せ
、
認
知
症
に

な
っ
て
も
希
望
を
も
っ
て
日

常
生
活
を
過
ご
せ
る
社
会
を

目
指
し
、「
共
生
」
と
「
予
防
」

を
両
輪
と
し
た
施
策
を
推
進

す
る
と
し
た
。

⑶
　
生
活
保
護
制
度

①
生
活
保
護
に
係
る
経
費

に
つ
い
て
、
国
標
準
の
査
察

指
導
員
及
び
福
祉
事
務
所
現

業
員
（
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
）

の
配
置
に
係
る
人
件
費
等
を

含
め
全
額
国
庫
負
担
②
高
齢

６６
　
社
会
福
祉
施
策

　
社
会
福
祉
施
策

者
層
の
生
活
保
護
か
ら
の
分

離
、
年
金
制
度
と
整
合
し
た

生
活
保
障
制
度
の
新
設
な
ど

③
医
療
扶
助
等
の
適
正
化
に

向
け
た
対
策
―
な
ど
を
要

望
。２

年
度
厚
労
省
予
算
で

は
、
生
活
保
護
の
適
正
実
施

の
推
進
に
１
６
０
億
円
を
確

保
し
、
▽
生
活
保
護
の
適
正

実
施
▽
被
保
護
者
健
康
管
理

支
援
事
業
の
円
滑
な
実
施
▽

日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
へ

の
委
託
事
務
費
▽
居
宅
生
活

移
行
支
援
の
推
進
―
を
推
進

す
る
と
し
た
。

⑷
　
医
療
的
ケ
ア
児
へ
の
支

援①
地
方
自
治
体
等
が
保

育
・
学
校
・
通
所
支
援
等
の

現
場
で
の
医
療
的
ケ
ア
児
受

け
入
れ
の
際
の
課
題
に
つ
い

て
必
要
な
措
置
を
行
う
た
め

の
財
政
支
援
②
医
療
的
ケ
ア

児
支
援
の
た
め
の
人
材
確

保
・
育
成
の
た
め
、
更
な
る

予
算
措
置
の
拡
充
な
ど
必
要

な
措
置
③
医
療
的
ケ
ア
児
支

援
策
の
拡
充
に
向
け
た
具
体

的
な
施
策
や
制
度
改
正
の
早
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【
8
面
へ
続
く
】

期
検
討
・
実
施
―
な
ど
を
要

望
。２

年
度
厚
労
省
予
算
で

は
。
医
療
的
ケ
ア
児
へ
の
支

援
の
拡
充
と
し
て
、
地
域
に

置
け
る
医
療
的
ケ
ア
児
受
け

入
れ
体
勢
促
進
の
た
め
の
支

援
者
養
成
、
看
護
職
員
確
保

の
た
め
の
体
制
構
築
、
家
族

へ
の
支
援
な
ど
総
合
的
な
支

援
が
実
施
さ
れ
る
ほ
か
、
Ｉ

Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
外
出
先
で

の
医
療
整
備
が
図
ら
れ
る
。

⑴	

　
地
域
雇
用
対
策

地
域
住
民
の
雇
用
の
場
の

確
保
、
能
力
開
発
・
再
就
職

支
援
対
策
等
の
強
化
、
地
方

自
治
体
の
実
施
す
る
雇
用
安

定
・
創
出
の
取
組
に
対
す
る

支
援
充
実
を
要
望
。

２
年
度
厚
労
省
予
算
で

は
、
地
方
自
治
体
等
と
連
携

し
た
地
域
雇
用
対
策
の
推
進

に
９
１
億
円
、
成
長
企
業
等

へ
の
転
職
支
援
に
３
６
億
円

を
計
上
し
た
。

地
域
特
性
を
生
か
し
た
良

質
で
安
定
的
な
雇
用
の
場
の

７７
　
雇
用
対
策

　
雇
用
対
策

確
保
や
人
材
育
成
・
確
保
、

地
域
活
性
化
が
推
進
さ
れ

る
。

⑵
　
雇
用
環
境
改
善
・
女
性

活
躍
推
進

①
正
規
雇
用
拡
大
な
ど
の

地
方
に
お
け
る
雇
用
環
境
改

善
に
資
す
る
制
度
の
充
実
②

女
性
就
業
率
や
指
導
的
地
位

に
占
め
る
女
性
の
割
合
を
高

め
る
施
策
③
女
性
が
出
産
・

育
児
や
介
護
を
理
由
に
退
職

す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
環
境

整
備
な
ど
政
策
の
強
化
―
を

要
望
。

①
に
つ
い
て
、
２
年
度
厚

労
省
予
算
で
は
、
就
職
氷
河

期
世
代
活
躍
支
援
プ
ラ
ン
の

実
施
に
28
億
円
を
計
上
し
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
お
け
る
専

門
窓
口
の
設
置
、
職
業
紹
介

か
ら
職
場
定
着
ま
で
の
一
貫

し
た
伴
走
型
支
援
、
民
間
事

業
者
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
か
し

た
不
安
定
就
労
者
の
就
職
支

援
が
実
施
さ
れ
る
。

②
③
に
つ
い
て
、
２
年
度

厚
労
省
予
算
で
は
女
性
活

躍
推
進
法
の
実
効
性
確
保

に
６・６
億
円
、
仕
事
と
家

庭
の
両
立
支
援
の
推
進
に

１
２
４
億
円
を
確
保
。
女
性

活
躍
推
進
の
取
り
組
み
加
速

化
や
男
性
の
育
児
参
画
を
促

す
た
め
の
取
り
組
み
強
化
な

ど
を
推
進
す
る
と
し
た
。

　
⑴
　
廃
棄
物
処
理
対
策

廃
棄
物
処
理
・
リ
サ
イ
ク

ル
施
設
の
整
備
、
廃
棄
物
処

理
施
設
の
解
体
等
に
対
す
る

財
政
措
置
を
要
望
。

環
境
省
で
は
、
一
般
廃

棄
物
処
理
施
設
の
整
備

と
し
て
２
年
度
予
算
に

５
９
１・２
億
円
、
元
年
度

補
正
予
算
に
４
８
３・２
億

円
を
計
上
。

▽
市
町
村
の
自
主
性
と
創

意
工
夫
を
活
か
し
た
広
域
的

か
つ
総
合
的
な
廃
棄
物
処

理
・
リ
サ
イ
ク
ル
施
設
の
整

備
▽
生
活
環
境
保
全
・
公
衆

衛
生
向
上
の
確
保
▽
災
害
時

の
た
め
の
廃
棄
物
処
理
施
設

の
強
靱
化
及
び
地
球
温
暖
化

対
策
の
強
化
―
が
推
進
さ
れ

る
。

⑵
　
リ
サ
イ
ク
ル
対
策

８８
　
環
境
保
全
対
策

　
環
境
保
全
対
策

①
容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル

制
度
の
事
業
者
責
任
強
化
、

廃
棄
物
の
発
生
抑
制
②
不
法

投
棄
家
電
製
品
の
リ
サ
イ
ク

ル
費
用
等
が
地
方
自
治
体
の

負
担
と
な
ら
な
い
た
め
の
対

策
、
リ
サ
イ
ク
ル
費
用
の
デ

ポ
ジ
ッ
ト
制
度
の
実
施
な
ど

実
効
性
あ
る
施
策
を
要
望
。

２
年
度
環
境
省
予
算
で
は

容
器
包
装
等
の
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
資
源
循
環
推
進
事
業
費
に

１・９
億
円
を
確
保
。
令
和

元
年
５
月
に
策
定
さ
れ
た

「
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環

戦
略
」
の
達
成
の
た
め
に
必

要
と
な
る
施
策
に
関
す
る
調

査
検
討
や
関
係
主
体
の
取
組

を
促
進
す
る
た
め
の
措
置
が

講
じ
ら
れ
る
。

⑶
　
海
岸
漂
着
物
対
策

地
方
自
治
体
が
行
う
海
岸

漂
着
物
の
処
理
に
要
す
る
経

費
へ
の
財
政
措
置
を
要
望
。

２
年
度
環
境
省
予
算
で

は
、
海
岸
漂
着
物
等
地
域
対

策
推
進
事
業
に
36
・
95
億
円

を
計
上
し
、
地
方
公
共
団
体

が
実
施
す
る
海
洋
ご
み
対
策

へ
の
支
援
を
通
じ
て
海
洋
ご

み
の
削
減
を
図
る
と
し
た
。

⑷
　
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策

建
築
物
解
体
時
等
に
お
け

る
ア
ス
ベ
ス
ト
粉
塵
の
飛
散

防
止
の
徹
底
、
不
適
正
処
理

対
策
の
強
化
等
、
公
共
施
設

の
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
へ
の
財

政
措
置
を
要
望
。

２
年
度
環
境
省
予
算
で

は
、
ア
ス
ベ
ス
ト
飛
散
防
止

総
合
対
策
費
に
１
・
62
億
円

を
確
保
。
大
気
汚
染
防
止
法

に
基
づ
き
、
建
築
物
の
解
体

等
工
事
を
対
象
と
し
た
石
綿

飛
散
防
止
対
策
の
取
り
組
み

を
推
進
す
る
。

⑴
　
教
職
員
の
人
材
確
保
と

働
き
方
改
革

①
教
職
員
定
数
の
安
定
的

確
保
、
加
配
定
数
の
一
層
の

拡
充
や
財
源
の
充
実
確
保
②

学
校
と
地
域
の
連
携
や
教
諭

の
授
業
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
ア

シ
ス
タ
ン
ト
の
増
員
―
を
要

望
。①

に
つ
い
て
、
令
和
２

年
度
文
部
科
学
省
予
算
で

は
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担

金
１
兆
５
２
２
１
億
円
を
計

上
。
教
職
員
定
数
は
前
年
度

比
３
７
２
６
人
の
増
員
と

な
っ
た
。

②
に
つ
い
て
、
２
年
度
文

科
省
予
算
で
は
補
習
等
の
た

め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
に

62
・
42
億
円
を
計
上
し
、
多

彩
な
人
材
が
サ
ポ
ー
ト
ス

タ
ッ
フ
と
し
て
学
校
の
教
育

活
動
に
参
画
す
る
取
組
が
支

援
さ
れ
る
。

⑵
　
学
校
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整

備①
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
等
に
よ

る
学
校
業
務
の
効
率
化
や
事

務
の
精
選
、
勤
務
時
間
の
適

正
な
管
理
②
通
信
環
境
の
整

備
、
備
品
購
入
に
係
る
経
費

や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
員
の
確
保
、

各
シ
ス
テ
ム
や
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
の
導
入
の
経
費
等
に
つ
い

て
地
域
の
実
態
に
即
し
た
財

政
支
援
措
置
―
を
要
望
。

①
②
に
つ
い
て
、
２
年
度

文
科
省
予
算
で
は
新
時
代

の
学
び
に
お
け
る
先
端
技

術
導
入
実
証
研
究
事
業
に

４
・
53
億
円
、
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ

９９
　
文
教
施
策

　
文
教
施
策
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【
7
面
か
ら
続
く
】

弥富市役所新庁舎
（写真提供＝弥富市）

魚沼市役所新庁舎
   （写真提供＝魚沼市）

議場
（同左）

議場
（同左）

▽
弥
富
市
（
愛
知
県
）

〒
４
９
０
―
１
４
０
５

弥
富
市
神
戸
３
―
２
５

☎
０
５
６
７
―
６
５
―
１
１
１
１

FAX
０
５
６
７
―
６
7
―
4
０
１
１

議
会
フ
ロ
ア
は
主
に
５

階
。
協
議
会
室
、
議
場
、
議

会
運
営
委
員
会
室
、
打
合
室

６
部
屋
を
設
け
た
。
議
場
傍

聴
席
は
６
階
に
配
置
し
、
展

望
休
憩
ロ
ビ
ー
と
一
体
的
な

利
用
が
で
き
る
よ
う
に
し

た
。

▽
魚
沼
市
（
新
潟
県
）

〒
９
４
６
―
８
６
０
１

魚
沼
市
小
出
島
９
１
０

☎
０
２
５
―
7
９
3
―
７
４
４
４

FAX
０
２
５
―
７
９
２
―
１
２
６
０

議
会
フ
ロ
ア
は
３
階
。
会

議
室
は
、
災
害
時
に
間
仕
切

り
壁
を
開
放
し
て
対
策
本
部

と
し
て
臨
時
利
用
す
る
な
ど

の
有
効
活
用
を
計
画
し
て
い

る
。
市
民
へ
の
貸
し
出
し
も

可
能
。
待
合
も
、
夜
間
や
休

日
に
は
市
民
の
活
動
ス
ペ
ー

ス
と
し
て
利
用
可
能
と
し
て

い
る
。

ス
ク
ー
ル
構
想
の
実
現
に

２
３
１
８
・
05
億
円
を
確

保
。学

校
に
お
け
る
高
速
大
容

量
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
環
境

（
校
内
Ｌ
Ａ
Ｎ
）
と
、
義
務

教
育
段
階
に
お
け
る
一
人
一

台
端
末
の
整
備
を
５
年
度
ま

で
を
目
標
に
整
備
す
る
と
し

た
。

⑶
　
小
学
校
外
国
語
教
育
の

整
備

Ａ
Ｌ
Ｔ
（
外
国
語
指
導
助

手
）
又
は
外
国
語
専
任
講
師

の
１
校
１
人
の
配
置
が
可
能

と
な
る
財
政
措
置
を
要
望
。

２
年
度
文
科
省
予
算
で

は
、
小
学
校
英
語
専
科
指
導

の
た
め
の
加
配
定
数
が
前
年

度
比
１
０
０
０
人
増
と
な
っ

た
。

⑷
　
い
じ
め
対
策
の
推
進

①
学
校
に
設
置
さ
れ
る
い

じ
め
防
止
対
策
の
た
め
の
組

織
に
つ
い
て
、
心
理
や
福
祉

に
関
す
る
専
門
的
知
識
及
び

豊
富
な
経
験
を
有
す
る
者
の

派
遣
に
対
す
る
財
政
支
援
措

置
等
②
子
ど
も
の
立
場
に

立
っ
た
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ

ラ
ー
の
在
り
方
に
つ
い
て
の

地
方
自
治
体
と
の
協
議
―
な

ど
を
要
望
。

２
年
度
文
科
省
予
算
で

は
、
虐
待
、
い
じ
め
・
不

登
校
対
応
等
の
推
進
に
71
・

66
億
円
を
確
保
。
地
方
公
共

団
体
等
に
お
け
る
い
じ
め
問

題
な
ど
諸
課
題
の
対
応
の
た

め
の
支
援
体
制
が
整
備
さ
れ

る
ほ
か
、
専
門
ス
タ
ッ
フ
の

配
置
充
実
が
図
ら
れ
る
。

⑸
　
学
校
施
設
の
耐
震
化
・

老
朽
化
対
策
等

学
校
施
設
の
耐
震
化
や
老

朽
化
対
策
、
防
災
機
能
強
化

等
に
対
す
る
学
校
施
設
環
境

改
善
交
付
金
対
象
事
業
に
必

要
な
財
源
確
保
な
ど
を
要

望
。２

年
度
文
科
省
予
算
で

は
、
公
立
学
校
施
設
の
整
備

に
６
９
４
・
79
億
円
を
確
保

し
、
子
供
た
ち
の
安
全
と
健

康
を
守
り
、
計
画
的
・
効
率

的
な
長
寿
命
化
を
図
る
整
備

を
中
心
と
し
た
教
育
環
境
の

改
善
等
を
推
進
す
る
と
し

た
。

▼
事
務
局
長

▽
小
樽	

佐
藤
正
樹（
４・１
）

▽
喜
多
方	

横
山
和
浩（
４・１
）

▽
魚
津	

広
田
雅
樹（
４・１
）

▽
黒
部	

魚
谷
八
寿
裕（
４・１
）

▽
羽
咋	

舛
岡　
渉（
４・１
）

▽
立
川	

大
塚
正
也（
４・１
）

▽
台
東	

箱
﨑
正
夫（
４・１
）

▽
甲
斐	

圡
屋
達
巳（
４・１
）

▽
下
妻	

倉
持
浩
史（
４・１
）

▽
足
利	

平
山　
忍（
４・１
）

▽
佐
野	

小
堀
貞
裕（
４・１
）

▽
鴻
巣　	

岡
田
和
弘（
４・１
）

▽
日
高	

吉
野
靖
彦（
４・１
）

▽
旭	

花
澤
義
広（
４・１
）

▽
勝
浦	

吉
清
佳
明（
４・１
）

▽
八
街	

日
野
原
広
志（
４・１
）

▽
藤
枝	

大
畑
範
芳（
４・１
）

▽
宇
治	

畑
下
茂
生（
４・１
）

▽
甲
賀	

森
本
裕
之（
４・１
）

▽
野
洲	

田
中
千
晴（
４・１
）

▽
生
駒	

辻
中
伸
弘（
４・１
）

▽
美
馬	

藤
村
孝
志（
４・１
）

▽
三
豊	

図
子
康
博（
４・１
）

▽
大
洲	

森
野
啓
二（
４・１
）

▽
久
留
米	

白
石
浩
之（
４・１
）

▽
朝
倉	

山
南
哲
也（
４・１
）

▽
春
日	

新
飼
達
郎（
４・１
）

▽
佐
賀	

花
田
英
樹（
４・１
）

▽
菊
池	

歌
岡
憲
一（
４・１
）

▽
杵
築	

阿
部
裕
司（
４・１
）


